
入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札を行います。 

 

１ 入札に付する事項 

（１）業務内容   

刑務共済組合貯金経理業務の一部委託の契約 
（２）契約期間 

   令和５年４月１日（土）から令和６年３月３１日（日） 

（３）その他 

   詳細については、仕様書による。 

２ 入札方法 

（１）入札者は、上記１の（１）の業務に係る費用のほか、履行に要する一切の諸経費を含

めた金額について、単価を算定の上応札する。 

（２）入札金額は、下記ア並びにイのそれぞれの金額及び総合計額を記入すること。 

ア 当該業務における初期費用の合計金額 

  当該業務を受託するに当たり、導入までに掛かる諸費用の合計金額 

（１００円未満の端数は切捨てにて算出すること。） 

  イ 当該業務（１２か月分）の合計金額 

ただし、月額均等払いとし、月額単価は１００円位未満の端数は切捨てにて算出後、

１２か月分を合計金額として入札すること。 

（３）落札決定に当たり、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨て

るものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者であ

るか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。  

３ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該

当しない者であること。 

   なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得

ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）令和０４・０５・０６年度法務省統一参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供

等」においてＣ以上の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者

であること又は刑務共済組合における競争参加資格審査の結果、「役務の提供」におい

てＣ以上の等級に格付けされている者であること。 

（３）役務の提供に実績があり、委託業務開始後の不具合に関し、迅速な復旧を可能とする

サービス体制が確保されていること。 

（４）財団法人日本情報処理開発協会が定めるプライバシーマーク又は同等の資格を所有し

ていること。 

（５）委託者が１，０００名以上である団体の当該業務を実際に行った実績があること。 

また、当該実績を実績証明書にて提出できること。 

（６）入札日前に、仕様書を受領し、その内容について了承しているものであること。 



４ 契約条項を示す場所等 

（１）契約条項を示す日時 

   随時。ただし、あらかじめ来訪日時について連絡のこと。 

（２）契約条項を示す場所 

   〒１００－８９７７ 東京都千代田区霞が関１－１－１ 

 法務省１４階矯正局総務課共済係（中央合同庁舎第６号館Ａ棟１４階）担当 志田 

０３－３５８０－４１１１（内線：６９３３） 

（３）入札説明書等の配布日 

   令和５年３月８日（水）から令和５年３月１６日（木）まで 

   午前１０時から午後５時まで（ただし、行政機関の休日を除く。） 

５ 入札説明書等に対する質問書、証明書等の提出期限及び提出場所 

（１）入札説明書等に関する質問書 

  ア 提出期限：令和５年３月１６日（木）午後５時まで 

  イ 提出方法：入札説明書に記載された担当者宛てにメールで提出 

（２）証明書等 

  ア 提出期限：令和５年３月１６日（木）午後５時まで 

  イ 提出書類等：入札説明書４に示す書類 

  ウ 提出場所：法務省矯正局総務課共済係（中央合同庁舎第６号館Ａ棟１４階） 

６ 入札書の提出日時 

  令和５年３月２３日（木）午後２時（郵送の場合は前日必着とする） 

７ 開札の日時 

  令和５年３月２３日（木）午後２時 

８ 入札及び開札の場所 

  中央合同庁舎第６号館Ａ棟９階 共用会議室５ 

９ 入札の無効 

  本公告に示した競争参加に必要な資格のない者の提出した入札及び入札の条件に違反し

た入札は無効とする。 

10 入札保証金 

  免除する。 

11 契約書作成の要否 

  要 

12 その他 

  本公告に記載なき事項は入札説明書による。 

以上公告する。    

令和５年３月７日 

刑務共済組合本部長 花 村 博 文    

 

 


